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厚生労働省労働基準局長 

( 公印省略 ) 

技能講習修了証明書統合発行システムの 運用について 

労働安全衛生法 ( 昭和 4 7 年法律第 5 7 号 ) に基づく技能講習修了証 ( 以下「修了証」 

という。 ) については、 作業者が複数の 修了証を携帯する 必要があ る場合があ るほか、 再交 

付に時間を要するなどの 問題点が指摘されたことから、 平成 1 1 年 1 2 月 2 4 日付け 基発 

第 7 3 7 号「技能講習修了証明書統合発行システムの 運用について」 ( 以下「 旧 通達」とい 

う。 ) に基づき、 これまで中央労働災害防止協会に 委託して、 技能講習の修了者 ( 以下「 修 

了者 」という。 ) に関するデータ ( 以下「修了者データ」という。 ) を集中的に管理すると 

ともに、 修了者データの 範囲内で修了者が 有する技能講習の 修了資格を一枚の 書面に統合 

した技能講習修了証明書 ( 以下「修了証明書」という。 ) を発行するシステム ( 以下「 旧 シ 

ステム」 という。 ) を構築し、 運用してきたところであ る。 

今般、 公益法人に係る 改革を推進するための 厚生労働省関係法律の 整備に関する 法律 ( 平 

成 1 5 年法律第 1 0 2 号 ) により、 労働安全衛生法が 改正され、 技能講習が指定教習機関 

( 改正前の労働安全衛生法による 指定教習機関をいう。 以下同じ。 ) による実施から 登録 教 

習 機関 ( 改正後の労働安全衛生法による 登録教習機関をいう。 以下同じ。 ) による実施に 改 

められるのに 伴い、 関係法令の整備に 合わせて、 指定機関 ( 労働安全衛生規則等の 一部を 

改正する等の 省令 ( 平成 1 5 年厚生労働省令第 1 7 5 号。 以下同じ。 ) による改正後の 登録 

製造時等検査機関等に 関する規則 ( 昭和 4 7 年労働省令第 4 4 号。 以下「機関 則 」という。 ) 

第 24 条第 1 項ただし書及び 第 2 5 条に規定する 厚生労働大臣が 指定する機関をい う 。 以 

不同じ。 ) が 修了者データを 集中的に管理するとともに、 修了者データの 範囲内で修了者が 

有する技能講習の 修了資格を一枚の 書面に統合した 修了証明書を 発行する新しい 技能講習 

修了証明書統合発行システム ( 以下「新システム」という。 ) を構築し、 平成 1 6 年 3 月 3 
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